
相談支援専門員の兼務について 
 

指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者が相談
支援を行う事業所に置くべき相談支援専門員は、「障害者自立支援法に基づく指定地域相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準について」（24.3.30障発0330第21号）、「障害者自

立支援法に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準について」（24.3.30
障発0330第22号）び「児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関す

る基準について」（24.3.30障発0330第23号）において、原則として、サービス提供時間帯を

通じて当該サービス以外の職務に従事させてはならないと規定されております。 
ただし、相談支援の業務に支障がない場合においては、相談支援専門員を当該相談支

援事業所の他の業務又は他の事業所・施設等の業務に従事させることができるとも規定

されております。 
本県では、指定一般相談支援事業者及び指定障害福祉サービス事業者等の指定事務や

事業者指導において、別紙の方針に基づいて相談支援専門員の兼務の可否を判断してい

ますので、参考としてください。 
なお、特定相談支援事業者及び障害児相談支援事業者における相談支援専門員の兼務

については、指定権者である各市町村において判断されますので、不明な点については

所管される市町村へご確認ください。 
 

○方針 

 （１）から（５）のいずれも満たす場合には、相談支援専門員※１を併設する事業所・
施設等※２の業務に従事させることができる。 

 なお、相談支援専門員が担当する利用者が利用する指定障害福祉サービス事業所等の
業務と兼務する場合については、指定障害福祉サービス事業所等との中立性の確保や、
指定障害福祉サービス事業所等と異なる視点での検討が欠如しかねないことから、次に
掲げる場合を除き、当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業所等の業務と兼務
しない相談支援専門員が継続サービス利用支援を実施することに留意すること。 
① 身近な地域に指定特定相談支援事業者がない場合  
② 支給決定又は支給決定の変更によりサービス内容に著しく変動があった者のうち、
当該支給決定等から概ね３ヶ月以内の場合（サービス利用支援とその直後の継続サー
ビス利用支援は一体的な業務であること、また、指定特定相談支援事業者の変更に当
たっては利用者が別の事業者と契約を締結し直すことが必要となるため、一定期間を
猶予する。） 
③ その他市町村がやむを得ないと認める場合  

（１）相談支援専門員は、同一相談支援事業所の管理者を兼務しない。 
（２）相談支援専門員は、他の指定障害福祉サービス事業所等において、サービス管理
責任者及びサービス提供責任者を兼務しない。 

（３）兼務する場合にあっても、相談支援専門員の勤務時間は、相談支援事業所の営業
日におけるサービス提供時間の半分以上となるように割り振ること。また、兼務先で
ある障害福祉サービス事業所等においては、当該法人が就業規則等で定める勤務時間
から相談支援専門員の勤務時間を差し引いた勤務時間とすること。 



（４）兼務のため、相談支援事業所のサービス提供時間帯において相談支援専門員が不
在となる時間にあっては、管理者が必ず配置されていること。 

（５）兼務先の併設する事業所・施設等は、当該相談支援専門員が相談支援業務の突発
的事態に対応することがあっても、当該事業所・施設等の人員配置基準等に支障が生
じないよう勤務体制を確保していること。 

 
※１ 相談支援専門員 

指定地域移行支援事業は「指定地域移行支援従事者」と、指定地域定着支援事業は「指定地域定
着支援従事者」と読み替える。 

 
※２ 併設する事業所・施設等 

併設する事業所・施設等とは、同一の建物内に事業所がある場合のほか、同一敷地内、隣接又は
近接する敷地（業務に支障なく兼務できると認められる範囲をいう。）に事業所がある場合を含
む。 
なお、併設する事業所・施設等が別法人である場合には、物理的に同一敷地内であっても、併設
しているとはみなされない。 
１ 同一敷地内とは 

事業所・施設等が建てられている敷地内（土地①）をいう。ただし、土地の登記簿上の
所有者が同一である場合は、各々の地番が異なるとしても同一敷地（土地②及び③）とす
る。 

２ 隣接 
事業所・施設等の敷地と境界を接しているが、それぞれの敷地の所有者が別である場合
（土地④）を指す。 

３ 近接 
事業所・施設等の敷地と道路、水路等で隔てられているものの、社会通念上、隣接に準
じた状態にある場合（土地⑤）をいう。 

 
      （例）土地①との関係 
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       所有者Ａ 

 
 
 
 
 
 
 
 
   土地① 
   所有者Ａ 

 

 
 
土地③ 
所有者Ａ 
 
 

 
 
        土地④ 
        所有者Ｂ 
 
 

  道 路（注１）  

      
土地⑤ 
所有者Ａ又は所有者Ｂ 

 

（注１） 道路が所有者Ａの私道である場合、土地⑤の所有者Ａでは「同一敷
地内」となり、土地⑤の所有者Ｂでは「隣接」となる。 

（注２） 特殊な事例については、個別に判断することとなる。 

放課後等デイ 

事業所 

相談支援 

事業所 

障害者支援施設 


